










































































































































































































































































































































































































































































































































































シンクタンクが??人でもっとも多く、次いで、自治体関係者??人、会社員・経営者 ? 人、市場アナリスト ? 人、弁護士、会




















































































第一次提言」????年??月 ? 日。（??????????? ???????????????????????????????????? ??）
?
?
国際公共政策研究46 第14巻第 2号
は、政府参考人制度の廃止、内閣法制局長官の政府特別補佐人からの除外、政治家による法案審議
の場と別に官僚や有識者らの意見を聴取する場の設置、質問の事前通告の徹底、政治主導を強化す
るための政務官の増員の ? 項目が盛り込まれることとなった。これらの項目は連立与党や野党の反
発を避け、実現可能性の高いものを先行して優先したものと考えられるが、いずれも政府内、国会
の立法過程における政治主導をより明確にする内容のものであるといえる??）。
　民主党連立政権発足後、まだ ? カ月余りが経過したに過ぎない現段階では、立法過程の今後を断
言することは容易ではない。これまでの鳩山政権では、有力閣僚や党幹事長らによる政治主導が強
化され、省庁内の政策決定においても、政務三役がその中心となった。族議員とのパイプを失った
官僚機構にとっては、所有する情報の操作等を通じて政務三役を説得することができなければ、い
ずれは政策案策定の主体の地位を失い、シンクタンク的役割に限定されることになるかもしれな
い。政府審議会の役割も、利害関係者の調整の場から、政治家が方向性を主導するものへと変化し
つつある。政策形成に影響力を持つ利益団体は、従来のような経済団体中心から、労働組合や消費
者団体、環境保護団体、地方六団体などに多様化の傾向を増すことが予想される。また、これら各
種団体等からの陳情も民主党幹事長室が一手に引き受ける方法に転換されることとなった。その結
果、自民党政権のような族議員や官僚制を媒介とする政策要望のルートは困難になり、今後は、民
主党の有力政治家との距離やアクセスが、政策実現の鍵を握る可能性が高まることとなろう。問題
はそうした政治主導の建前のもとで、民主党が政権交代前から重視していたオープンな政策決定過
程が閉鎖的なものになり、むしろ透明性が損なわれることになりかねないことである。予算編成に
おける党の要望の取りまとめや政府案の決定過程において、マニフェストからの変更についての政
府側からの説明責任が十分に果たされなかったのはその証左である。
　民主党連立政権では、政治主導を優先するあまり、各種利益団体からの意見反映の公式の場を意
図的に制約しているようにも見える。もちろん、こうした利益団体からの要望が非公開の密室の場
で政策決定に反映されるのは望ましくもない。しかし、各種利益団体が、政策提言や政策評価を独
自に表明したり、政府や政党との政策対話を通じて意見交換を行ったりするなどの議論の場を閉ざ
すべきではなく、むしろ、公式の政府の審議会や各省政策会議、国会の委員会や公聴会などにおい
て、利益団体の代表や専門家からの意見聴取の機会をより増やすことが必要であろう。政府に入っ
た少数の与党議員や一部の党幹部による政策形成の占有は、エリート主義的な政策形成システムに
陥没する危険性を持つ。そうした政策決定過程の寡占化を抑制するためにも、政府内、国会内のそ
れぞれの公開の場において、多元的なアクター（利害関係者）の代表が参加して、それぞれの利益
と不利益を論じて堂々と交渉を行い、その政治的妥協として公共的な意思を決定するというステー
クホルダー民主主義が立法過程において構築されるべきではないだろうか??）。
??）?与党三党は、????年??月??日の与党幹事長・国会対策委員長会談において、政府特別補佐人からの内閣法制局長官の除外、
副大臣・政務官の増員、政府参考人制度の廃止、行政機関職員・学識経験者・利害関係者等の参考人から意見を聴取する意
見聴取会の開催、質問通告の厳格化（申合せ事項の一部改正）を内容とする「国会審議の活性化のための国会法等の一部改
正」を???回通常国会で検討するよう要請することを決定している。
??）濱口桂一郎『新しい労働社会―雇用システムの再構築へ』岩波書店、????年、??? ～ ???頁。
